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台湾海峡での軍事的緊張
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概　　況
　国内政治については， 1 月の国政選挙で蔡英文総統が再選され，与党の民主進
歩党（民進党）も立法院で過半数の議席を確保したことが最も大きな出来事であっ
た。台湾は，新型コロナウイルスの流行を世界に先駆けて察知し，迅速な対応策
によって国内での流行を抑え込んだ。蔡英文政権の支持率は一時 7 割を超えた。
一方，国民党では親中路線の見直しを求める声が高まった。 6 月には高雄市民投
票が実施され，総統選挙で落選した同党の韓国瑜同市長が罷免された。
　2020年の経済成長率は，3.11％（速報値）であった。新型コロナウイルス感染症
の影響で多くの国がマイナス成長になるなか，台湾ではプラス成長を達成するこ
とができた。その背景としては感染症を抑えたことに加え，実施した経済振興策
が功を奏したことが挙げられる。また，台湾積体電路製造（TSMC）を中心とする
半導体企業の受注が好調であり，半導体産業が投資や輸出を牽引したことも経済
成長に貢献した。
　対外関係では，アメリカやチェコの要人が相次いで来訪し，また両国は今日の
いわゆる「米中冷戦」とかつての米ソ冷戦を重ねつつ，台湾への連帯を示した。
アメリカ政府高官は台湾を中国と別個の国家とみなして国連加盟を支持し，中国
を攻撃できるミサイルの売却を決めるなど，従来方針からの転換を示唆した。こ
れらに反発した中国と米台の間には，軍事的緊張が高まった。

国 内 政 治

新型コロナウイルスの流行と中央流行疫情指揮中心の設置
　2019年12月31日，衛生福利部疾病管制署は中国・武漢市での新たな感染症の流
行を察知し，世界保健機関（WHO）への通報や中国への問い合わせ，検疫強化を
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実施した。中国の回答（ 1 月 5 日や 9 日）も新たな感染症の発生を示唆していたた
め，同署は15日にこれを法定伝染症に指定し，16日に武漢市に専門家を派遣した。
20日には同署庁舎内の司令室である「国家衛生指揮中心」（NHCC）に，情報の一
元管理と指揮統制を行う組織である「中央流行疫情指揮中心」（中央感染症指揮
センター，CECC）が設置され，周志浩署長がその指揮官となった。
　 1 月21日に中国からの帰国者の感染が判明すると，蔡英文総統は国家安全高層
会議を招集し，対応を協議した。23日には武漢市の封鎖を受け，CECC が部級に
昇格し，指揮官は歯科医出身の陳時中衛生福利部長に交代した。同日には武漢市，
26日には湖北省在住の中国人の入国が禁止された。CECC は 2 月27日に院級に昇
格したが，指揮官は行政院の正副院長に交代することなく，陳時中が続投した。
3 月 9 日には陳宗彦内政部次長が副指揮官を，王美花経済部次長（後日，部長に
就任）が物資組長を兼務した。
　こうした CECC の仕組みは2003年の重症急性呼吸器症候群（SARS）流行後の
2004年に，当時の衛生署長であった陳建仁副総統がアメリカの事例を参照して導
入した。CECC の設置は今回で 9 回目であった。研究施設を併設した疾病管制署
の新庁舎建設も当時から構想されていたが，これは今回の流行を受けて， 4 月10
日に具体化された。
　この間， 1 月24日には医療用マスクの輸出が禁止され，30日には行政院がマス
クの製造や流通の統制を宣言した（ 6 月に制限緩和）。海外との往来については，
2 月 5 日に中国人， 2 月 7 日に香港およびマカオ市民， 3 月24日に外国人の入国
が原則禁止された。また，帰国した台湾人や入国許可を受けた中国人，外国人に
は， 2 週間の隔離と位置監視用スマートフォンの携帯が義務付けられ，違反者に
は最高100万元の罰金や氏名の公表の罰則が課された。
　2020年末までの新型コロナウイルスによる国内の死者は 7 人にとどまった。ま
た，陳時中指揮官は記者会見を 6 月まで毎日実施し，一般市民からの相談や苦情
にも回答した。さらに，感染状況やマスクの店舗在庫を即時公開する仕組みも，
プログラマーである唐鳳政務委員や民間協力者により構築された。これらの取り
組みが評価され，年前半の蔡英文政権の支持率は 7 割を超えることもあった。

総統選挙と立法委員選挙
　 1 月11日の総統選挙では蔡英文総統が再選され，その得票率（57.13％）は2008
年の馬英九・前総統（58.45％）に次ぐ高さとなった（表 1 ）。投票率は74.90％で，
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前回（66.27％）よりも回復した。また，同日の立法委員選挙では与党民進党が61
議席を獲得し，立法院の過半数を維持した（表 2 ）。民進党の支持を受けた林昶佐

（台北市 5 区）と趙正宇（桃園市 6 区），未公認のまま出馬した民進党員の蘇震清
（屏東県 2 区）ら無所属の立法委員当選者を含めると，民進党の勢力は64議席にな
る。蔡英文総統や民進党の勝因は，2019年に起きた香港情勢の悪化や中国との緊
張の高まりであった（『アジア動向年報2020』を参照）。
　ただし，立法委員比例代表選挙での民進党と国民党の得票率の差は，前回（2016
年）より縮小した。国民党には立場の近い親民党から票が流れて 2 議席増えた一
方，民進党は立場の近い台湾民衆党（民衆党）に票を奪われて 7 議席減った。小選
挙区でも， 6 選挙区で民進党や同党推薦の無所属候補と，立場の近い民衆党や時
代力量が競合した結果，国民党の候補が当選した。

立法院長の選出と修憲委員会の設置
　 2 月 1 日，新しい立法委員（第10期）が就任した。同日に行われた立法院長選挙

表 １　総統選挙の結果

正副総統候補者 政党 得票数 得票率
蔡英文 頼清徳 民進党 8,170,231 57.13%
韓国瑜 張善政 国民党 5,522,119 38.61%
宋楚瑜 余湘 親民党 608,590 4.26%

（出所）　中央選挙委員会ウェブサイト（https://www.cec.gov.tw/）。

表 2　立法委員選挙の結果

政党 合計議席数1） 小選挙区2） 原住民3） 比例代表2）

民進党 61 （-7） 46 （45.60%） 2 13 （33.98%）
国民党 38 （+3） 22 （40.57%） 3 13 （33.36%）
民衆党 5 （+5） 0 （1.90%） 0 5 （11.22%）
時代力量 3 （-2） 0 （1.02%） 0 3 （7.75%）
台湾基進 1 （+1） 1 （1.02%） 0 0 （3.16%）
親民党 0 （-3） 0 （0.44%） 0 0 （3.66%）
その他 5 （+3） 4 （9.45%） 1 0 （6.87%）
合計 113 73 6 34

（注）　 1 ）のカッコ内は改選前議席数と比較した場合の増減を指す。 2 ）のカッコ
内は得票率を示す。 3 ）「山地原住民」と「平地原住民」の選出枠の合計。

（出所）　政治大学選挙研究中心ウェブサイト（https://esc.nccu.edu.tw/）。
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では，前任の蘇嘉全と同じく，比例代表から初当選した民進党の游錫堃・元行政
院長が当選した。なお，蘇嘉全・前立法院長は 1 月の選挙に出馬していない。
　蔡英文総統の 2 期目就任演説を受けて，10月 6 日には非常設の修憲委員会が 5
年ぶりに設置された。民進党は監察院や考試院の廃止を，国民党は議院内閣制へ
の移行を主張している。ただし，憲法修正の発議には立法委員の 4 分の 3 の出席
と 4 分の 3 の賛成を要するため，発議できる修正案は，与野党双方が賛成で一致
する選挙権年齢の引き下げに限られる。ただし，国民党内では改革派が監察院や
考試院の廃止を主張し始め，同党保守派がこれをけん制している。

蔡英文政権 2期目の開始
　 5 月20日，蔡英文総統は 2 期目就任演説において，（1）新型コロナウイルス流
行を踏まえ，マスクなどの衛生医療用品やエネルギー，食料の自給率を維持する
ことや，（2）強大な中国軍をけん制する「非対称戦力」の整備（「対外関係」を参
照），（3）憲法修正（特に選挙権年齢の18歳への引き下げ）などの政策課題を示した。

（3）について，与党民進党の立法委員は監察院や考試院の廃止を主張したが，蔡
英文総統はむしろ監察院の機能強化を図っている（次項を参照）。
　 2 期目の開始に伴い，蔡英文総統は民進党主席に復帰した。副総統は陳建仁か
ら頼清徳に交代した。総統府秘書長は陳菊から蘇嘉全・前立法院長に交代した。
立法院長経験者の総統府秘書長（閣僚級）就任は初めてであった。国家安全会議秘
書長は李大維から顧立雄金融監督管理委員会主任委員に交代した。顧立雄は王美
花経済部長の夫で，通商交渉や米中の技術覇権争いへの対応を担うとみられる。
　その後，蘇嘉全は甥の蘇震清立法委員が収賄容疑で逮捕されたことを受けて，
総統府秘書長を辞任した（ 8 月 2 日）。その後任には，海峡交流基金会董事長に転
じていた李大維が就き，李登輝・元総統の国葬の実務を担った。

監察院人事と国家人権委員会の設置
　 6 月22日，蔡英文総統は，第 6 期監察委員に27人を指名した。蔡英文総統が
2017年に指名した監察委員11人（ 1 人は 1 月に辞任）のうち，再任されたのは 7 人
にとどまった。監察院長には陳菊・前総統府秘書長が指名された。副院長には国
民党員の黄健庭・前台東県長を指名する予定であった。しかし，黄健庭には汚職
容疑での検挙歴があり，与党内からも批判が起きたため，指名は見送られた。
　野党国民党は，陳菊市長時代の高雄市政府が監察院の糾正（是正勧告）や弾劾を
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度々受けたと批判したほか，民進党の創設メンバーで，蔡英文政権の中枢にいた
陳菊は超党派性の求められる監察院長として相応しくないと主張した。陳菊は

「就任を承認されれば，民進党を離れる」と表明したが，国民党は 6 月28日と 7
月14日に立法院の本会議場を占拠し，審議妨害を図った。しかし，与党民進党な
どの賛成により，監察院人事案は 7 月17日に立法院で承認された。
　新監察委員は 8 月 1 日に就任した。そのうち 7 人は同日付で新設された国家人
権委員会の委員を，陳菊委員長は同主任委員を兼務した。台湾は国連から国際人
権規約の締約国と認められていないが，2009年に国内の批准手続きを行い，総統
府人権諮詢委員会が国家人権報告書を自主的に作成してきた。しかし，同委員会
は，国連が求める政府からの独立性がないため， 5 月19日に廃止された。その役
割は，監察院人権保障委員会から改組された国家人権委員会に継承された。

国民党主席補欠選挙と親中路線の見直し
　呉敦義国民党主席は総統選挙や立法委員選挙の敗北をうけ，同日中に辞意表明
した。国民党内では，親中路線が選挙での敗因と主張する立法委員や地方議員と，
退役軍人などの親中保守派の多い「黄復興党部」が対立した。
　国民党中央常務委員会は 1 月15日に，同党主席補欠選挙の投票日を 3 月 7 日と
した。補欠選挙には，本省人で前者に近い江啓臣立法委員と，外省人で後者に近
い郝龍斌・前台北市長が立候補した。郝龍斌も「中華民国の存在を認めていな
い」と中国側への不満を述べたが， 3 月 7 日の投票では江啓臣が 8 万4860票（得
票率68.8％）で，郝龍斌（ 3 万8483票，得票率31.2％）に圧勝した。ただし，新主席
の任期は前主席が残した2021年 8 月までと短いため，投票率は35.85％と，2017
年の選挙（58.05％）を大きく下回った。
　中国側は，江啓臣主席が「統一」に消極的と見なし，中国共産党総書記による
祝電の送付を見送った。 7 日に国務院台湾事務弁公室が，「1992年コンセンサス」

（中台対話の前提条件）の堅持を江啓臣主席に求めたにとどまった。
　一方，江啓臣主席は親中保守派を含む歴代主席を党改革委員会に招き，「1992
年コンセンサス」の見直しについては「中華民国憲法に基づく」との但し書きを
加える程度にとどめた。しかし，「1992年コンセンサス」を中国との「妥協を見
出す道具」と発言し，党内の親中保守派や中国側に不信感を抱かせた（ 6 月19日）。
　また，国民党は中国側の海峽論壇（ 9 月20日，厦門市）に王金平・前立法院長を
派遣しようとしていた。しかし，中国国営の中央電視台（テレビ）がこれを「戦況
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が危いため，和睦を乞うためだ」と，国民党が中国の軍事的圧力に屈服したかの
ように揶揄した（10日）ため，江啓臣主席は反発し，派遣を中止した。
　民進党と国民党は，国民党側が立法院に提出した米台の国交回復と同盟強化を
求める決議案に双方が賛成し，10月 6 日に可決させた。しかし，監察院人事や

「中天新聞台」（ニュース専門テレビチャンネル）の放送免許取り消し，アメリカ
産食肉問題（「対外関係」を参照）をめぐっては，双方が激しく争った。

韓国瑜高雄市長の罷免と同補欠選挙，与党側市議に対する罷免運動
　総統選挙で落選した韓国瑜高雄市長は，就任直後の総統選挙出馬による職務放
棄や失言などを理由として2019年12月に罷免を申し立てられた。2020年 6 月 6 日
に行われた高雄市民投票では，罷免への賛成（93万9090票，有効投票数の
97.40％）が成立の要件（有効投票の過半数かつ有権者の 4 分の 1 以上）を上回った

（投票率は42.14％）。その結果，韓国瑜は直轄市を含む県市の首長として初めて
罷免された（ 6 月12日付）。今回の罷免への賛成は，2018年選挙における韓国瑜の
得票（約89万票）を上回った。
　 8 月15日には高雄市長補欠選挙が行われ，2018年の選挙で韓国瑜に敗れた民進
党の陳其邁候補が圧勝した（67万1804票，得票率70.03％）。国民党の李眉蓁候補
は24万8478票の得票（得票率25.90％）， 3 位は民衆党の呉益政候補（ 3 万8960票，
得票率4.06％）で，投票率は41.01％であった。
　補欠選挙の前後には，陳致中（陳水扁・元総統の息子）や高閔，黄捷ら高雄市議
会議員（以下，市議）のほか，王浩宇桃園市議の罷免が提起された。黄捷は時代力
量，他の 3 人は民進党に所属する。民進党や時代力量は，これらを韓国瑜や国民
党の支持者による報復と考え，反対するよう有権者に呼び掛けた。しかし，王浩
宇と黄捷については，有権者の10％を超える署名が集まり，罷免の是非を問う投
票の実施が決まった。市議選挙は 1 選挙区の定数が多く，当選者の得票率が低い
ため，その罷免は市長の罷免より容易である。

李登輝・元総統の死去と国葬の実施
　 7 月30日，本省人初の総統で，民主化を実現した李登輝・元総統が97歳で死去
した。死去後は，31日に公的機関や学校で半旗が掲揚され，日本の安倍晋三首相

（31日）やアメリカのマイク・ポンペオ国務長官（30日）が追悼メッセージを発した。
8 月 1 日から16日には，総統府近くの台北賓館に追悼場が設置され， 4 万人以上
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が訪れた。 9 日には森喜朗元首相ら日華議員懇談会の弔問団が，12日にはアメリ
カのアレックス・アザー厚生長官も来訪し，台北賓館で追悼を行った。
　総統府は 7 月31日に国葬の実施を決め， 8 月 3 日には現政権と退任後に対立し
た連戦・元副総統を含む李登輝政権の国家要職者が「治喪大員」（国葬委員）に任
命された。総統府は李登輝・元総統が信仰したキリスト教長老教会と協力し，火
葬前礼拝（ 8 月14日）や追悼礼拝（ 9 月19日），埋葬式（10月 7 日）を行った。正式な
国葬は国軍示範公墓で行われた埋葬式であったが，規模が大きかったのは長老教
会の真理大学で行われた追悼礼拝であった。追悼礼拝には日本の森元首相やアメ
リカのキース・クラック国務次官が参列したほか，泉裕泰日台交流協会台北事務
所代表が安倍前首相の弔辞を代読し，チベット亡命政府の精神的指導者，ダラ
イ・ラマ14世のビデオメッセージも紹介された。 （竹内）

経 済

マクロ経済の概況
　2020年の実質経済成長率は3.11％（速報値）であった。四半期ごとの成長率（前
年同期比）をみると，第 1 四半期2.51％，第 2 四半期0.35％，第 3 四半期4.26％，
第 4 四半期5.09％であった。多くの国で2020年の経済成長率がマイナスとなった
のに対し，台湾ではプラス成長を確保した。年前半は新型コロナウイルス感染症
の影響を受ける形で経済は低迷したが，年後半は政府が実施した経済振興策が功
を奏したといえる（後述）。
　税関統計に基づく財貿易については，輸出総額が前年比4.9％増の3452億ドル，
輸入総額が同0.1％増の2858億ドルであった。主要輸出品は電子部品1356億ドル，
情報通信機器492億ドル，機械類219億ドルであった。とくに，電子部品を代表す
る半導体は輸出総額の35.5％を占める1225億ドルであり，前年から221億ドル増
加した。新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大によって，欧米を中心にテレ
ワークが広まったため，ノートパソコンやタブレット端末などの情報通信機器の
需要が増加したことが背景として挙げられる。主要輸入品は電子部品695億ドル，
機械類333億ドル，情報機器209億ドルであった。とくに，電子部品は前年比で
100億ドル増加した。
　投資については，建設や航空機購入による輸送機材への投資が増加する一方，
半導体設備の投資も堅調に増加した。とくに，台湾積体電路製造（TSMC）による
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2020年の投資は172億3500万ドルに達した。

新型コロナウイルス感染症の影響と特別予算の編成
　新型コロナウイルス感染症の台湾経済への影響は2020年前半には顕著であった。
入境制限により観光業や運輸業などが打撃を受け，また製造業では中国などでの
都市封鎖によって部品不足が生じ，サプライチェーンが影響を受けることになっ
た。新型コロナウイルス感染症に対する対策として，台湾政府は 1 月30日に経済
面での影響を緩和するための措置を講ずることを発表した。主な内容は，株式市
場の安定化，小売業や観光業への支援などであった。
　また，行政院は 2 月13日，感染症防止策と影響緩和のための特別法案の策定を
決定し， 2 月20日に法案（厳重特殊伝染性肺炎防治及紓困振興特別条例）を立法院
に送付した。同法案は同月25日に立法院を通過し，蔡英文総統が同日に特別法に
署名をして公布した。この法律のなかには600億元を上限とした特別予算案も含
まれた。特別予算案は 2 月27日に決定して立法院に送付，立法院を 3 月13日に通
過した。しかし，新型コロナウイルス感染症は世界経済に影響を与え，台湾でも
株価の急激な下落が起きた。特別予算案が通過した 3 月13日の台湾株式市場では，
1 年ぶりに株価指数である加権指数が一時 1 万ポイントを割り， 3 月19日には年
初最安値である8681.34ポイントとなった。中央銀行はこれを受け，翌20日に 3
年 9 カ月ぶりに政策金利を引き下げ，過去最低の1.125％とした。
　経済への影響を食い止めるため，行政院では特別予算の上限を最大4200億元に
引き上げることを決定し，この改正案は 4 月21日に立法院を通過した。行政院で
は， 4 月に1500億元， 7 月に2099億元と， 2 度にわたって追加予算を編成した。
追加予算案はいずれも立法院を通過し，特別予算の規模はほぼ上限額である4200
億元近くになった。また，予算期間は2020年 1 月15日から2021年 6 月30日までと
なった。

特別予算で実施された主な経済振興策
　特別予算は 1 年半にわたる長期予算であるが，2020年に実施された経済振興策
としては，年前半にはマスクの自給体制の整備や雇用の維持に対する政策が中心
であった。マスクの自給体制の整備では，政府は予算を投じて工作機械メーカー
から設備を購入し，マスク製造企業にその設備を無料で提供した。マスク製造企
業は代わりに，製造したマスクを政府に一定数まで納入した。設備費用が回収さ
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れた後も，政府は一括買い上げを 6 月末まで続けた。とくに，マスク生産設備を
製造した工作機械メーカーや技術者たちはマスク・ナショナルチームと呼ばれ，
短期間でのマスク自給体制の整備に貢献した。
　政府は新型コロナウイルスで影響を受けた労働者や企業に対しても雇用を維持
するためにさまざまな政策を実施した。主なものとして，労働者に対する研修プ
ログラムがある。自宅待機を命じられた労働者に対し，自宅待機期間中に研修プ
ログラムを受講し，その費用を政府が負担する政策を実施した。また，子供を持
つ労働者で新型コロナの影響で失業した人々に対し，政府は従来の失業給付金だ
けではなく，子供に対する就学補助金を加算して支給する政策を実施した。
　2020年後半からは台湾内の消費刺激策を実施した。この背景には，外国人観光
客の入境が 3 月19日から制限され，観光業や小売業，飲食業など多くの業種で影
響が出たことが挙げられる。代表的な消費刺激策は消費クーポン券の発行であっ
た。この消費クーポンは「振興三倍券」と呼ばれ，市民が1000元で3000元分の
クーポン（紙，あるいはデジタル）を購入し，差額の2000元を政府が負担するもの
であった。このクーポン券は 6 月に行政院で発行を決定，使用期限は 7 月15日か
ら12月末までであった。当初クーポンの購入は台湾に居住する中華民国籍を有す
る者を対象としたが，11月にはその外国籍の配偶者，永久居留証を持つ外国人，
外交官にも対象を拡大した。
　このクーポンでは幅広い商品やサービスの購入ができ，台湾内の消費刺激策に
なった。大手の小売業や飲食業の売上高は急速に回復し，一定の効果はあったと
いってよいであろう。
　また，観光業への刺激策として，域内での旅行を奨励する政策も実施した。そ
の内容は，防疫旅行と安心旅行のふたつに分けることができる。前者は 5 月に旅
行業界関係者 5 万人が参加した旅行であり，団体旅行における感染対策を学習す
るという内容であった。後者は前者を踏まえて 7 月から10月までの 4 カ月間実施
され，台湾内での個人旅行や団体旅行などに補助金を出す，というものであった。
所管の交通部では利用者数524万人，235億元の経済効果を見込んでいたが，最終
的には利用者数1821万人，640億元の経済効果があった。

米中対立と TSMCの動き
　米中の対立は香港問題や貿易赤字をめぐってだけではなく，ハイテク産業分野
でも起きている。とりわけ，アメリカ政府は中国通信機器大手の華為技術（ファー
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ウェイ）に対して厳しい姿勢で臨んできた。アメリカ商務省産業安全保障局（BIS）
は2019年 5 月にファーウェイを事実上の禁輸リスト（エンティティー・リスト）に
掲載した。この掲載によって，アメリカ原産の製品，技術やソフトウエアの組み
込み率が25％を超えた場合，輸出にはアメリカ政府の事前許可が必要となった。
しかし，この基準では世界最大の半導体受託生産企業である TSMC からファー
ウェイへの製品供給を断つことはできなかった。そのため，BIS は2020年 5 月15
日にファーウェイとその関連企業に対してさらなる規制強化を発表した。この規
制によって，ファーウェイは傘下のハイシリコン（海思半導体）が設計した半導体
を TSMC に製造委託することができなくなった。しかし，ファーウェイは規制
強化の発表後から実施されるまでの期間，台湾系の聯發科技（メディアテック）な
ど半導体製造企業から大量の半導体を調達した。BIS はファーウェイへの供給を
断つために， 8 月17日に 3 度目の規制強化を実施した。この規制強化によって，
ファーウェイは他社が設計した半導体も入手できなくなり，ファーウェイによる
台湾からの半導体の調達は不可能となった。
　アメリカによる一連の規制強化は，ファーウェイが Apple 社に次ぐ 2 番目の取
引先であった TSMC やほかの台湾系半導体企業にも影響を与えることになった
一方，駆け込み需要や振替需要を呼び込んだ。 5 月の規制強化は120日後の 9 月
15日から実施されたが，発表から実施までの期間にファーウェイから TSMC に
駆け込み発注が行われたとみられている。また，中国の半導体最大手である中芯
国際集成電路製造（SMIC）が12月にアメリカ政府の規制の対象となった。クアル
コム社などの顧客は SMIC がいずれ規制対象になると見越し，TSMC など台湾の
半導体企業に振り替えて発注をかけたとみられている。
　その一方，TSMC は積極的な投資を決定した。ひとつは，アメリカへの投資で
ある。アメリカ政府がファーウェイヘの規制強化を発表した同じ日の 5 月15日，
TSMC はアリゾナ州で線幅 5 ナノメートルの製造プロセスの12インチウエハー工
場を新設し，2024年に稼働することを発表した。この工場新設は，アメリカ政府
から強い要請を受けたものであった。海外投資を所管する経済部投資審議委員会
ではこの投資に関する申請を2020年12月に承認した。承認された初期投資額は35
億ドルであり，同年における対外投資認可総額の30％を占めるものであった。こ
のアリゾナ工場には2029年までに120億ドルが投資される予定である。
　TSMC の台湾の工場や施設では第 5 世代移動通信システム（ 5 G）やスマート
フォンの新機種に対応する最先端半導体の生産，さらに集積度を引き上げる技術
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開発を行っている。とくに，同社は2020年に最先端の線幅 5 ナノメートルの半導
体の量産化に成功し，Apple 社をはじめとする顧客に最新鋭半導体の供給を開始
した。また，同社は拡大する最先端半導体の受注に対応するために，すでに工場
を設置している南部科学園区でさらなる土地を取得した。購入した土地は 3 カ月
間に 4 カ所（合計15万9000坪），その取得額は総額100億元に達するものであった。
TSMC のこうした動きは，今後も台湾で最先端半導体の技術開発や生産を行う経
営戦略を採っているといえる。 （池上）

対 外 関 係

緊密化するアメリカとの政治関係
　アメリカは蔡英文総統の再選を歓迎し， 1 月11日にポンペオ国務長官が祝賀
メッセージを出した。アメリカ議会は台湾と第三国の外交関係の維持や台湾の国
際組織への参加を促すため，「台湾友好国の国際保護強化イニシアチブ法」（略称，
TAIPEI 法）を上院で2019年10月に可決，下院でも2020年 3 月 4 日に可決した（同
26日に成立）。 8 月12日には，ポンペオ国務長官がチェコ上院で演説し，「今日の
状況は『冷戦2.0』でなく，さらに困難である」と述べ，また，同国上院議長の
台湾訪問を称賛した。 9 月にはケリー・クラフト国連大使が台北駐ニューヨーク
経済文化弁事処（領事館に相当）の李光章処長との会食（16日）や台湾側とのオンラ
イン会合（29日）で，台湾の国連加盟を支持した。11月12日にはポンペオ国務長官
が「台湾は中国の一部でない」と発言した。
　また，新型コロナウイルスの流行にもかかわらず，米台双方の要人が相互に訪
問した。 2 月には頼清徳・次期副総統が訪米した。 4 日には国際信教の自由円卓
会議で講演し，サム・ブラウンバック信教の自由担当特任大使と意見交換した。
5 日には国家安全会議が入る大統領府のアイゼンハワー行政府ビルを訪れ， 6 日
にはトランプ大統領を含む超党派の政治家が会する全米祈祷朝食会に出席した。
就任前とはいえ，次期副総統がアメリカ政府要人と面会するのは異例であった。
　 8 月 9 日から12日の間に来訪したアレックス・アザー厚生長官は，米台断交後
に来訪した閣僚の中で大統領継承順位が最も高い。来訪中は李登輝総統の追悼式
参列（12日）の他，蔡英文総統（10日）や頼清徳副総統（11日）との会談，陳時中衛生
福利部長との医療協力覚書の調印式（10日）に臨んだ。
　 9 月17日から19日の間に来訪したキース・クラック経済担当国務次官は断交後
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に来訪した同省高官として最高位であった。来訪中は18日に呉釗燮外交部長や沈
栄津行政院副院長，鄧振中政務委員（通商担当），王美花経済部長と会談したほか，
晩餐会で蔡英文総統や張忠謀・TSMC 元会長とも意見交換した。19日には李登
輝・元総統の告別礼拝に参列した。
　11月20日には，クラック国務次官と鄧振中政務委員，王美花経済部長らが「米
台経済繁栄パートナーシップ対話」をオンラインで開催した。第 5 世代移動通信
のクリーン化（中国企業の排除），半導体産業などのサプライチェーン再構築，ア
ジア太平洋のインフラ建設協力について協議した。台北駐米経済文化代表処とア
メリカ在台湾協会（AIT）は，同対話の継続に関する覚書を締結した。
　アメリカの野党民主党は 8 月18日の党大会で綱領を採択し，「一つの中国政策」
に言及せず，台湾関係法にのみ依拠する台湾政策を掲げた。大統領選挙後は，当
選したジョー・バイデン候補の外交顧問であるアントニー・ブリンケン元国務副
長官（後の国務長官）と台湾の蕭美琴駐米代表が電話会談した（11月13日）。
　なお，蔡英文総統は 8 月28日に，ラクトパミン添加飼料を用いたアメリカ産食
肉の輸入を2021年 1 月に解禁すると発表した。これは，米台自由貿易協定（FTA）
の交渉を行うための布石とみられる。しかし，2012年に馬英九前政権が解禁を試
みた際，民進党はラクトパミンの安全性を疑問視し，解禁に反対していた（『アジ
ア動向年報2013』を参照）。そのため，野党がその矛盾を追及しただけでなく，
世論の多数も解禁に反対し，蔡英文政権の支持率は低下した。

強まるアメリカの台湾への軍事的関与
　 1 月14日の沈一鳴参謀総長（ 2 日に事故死）らの合同葬には，ブレント・クリス
テンセン AIT 台北事務所長のほか，2019年に存在が公になった駐在武官の 1 人，
マシュー・アイスラー空軍准将が出席した。 8 月23日には，蔡英文総統とともに
クリステンセン所長が金門島砲戦（1958年）の慰霊祭に同職として初参加した。 9
月 2 日には台湾で殉職したアメリカ軍人の記念展示が AIT 台北事務所に設置さ
れ，その開幕式に馮世寬国軍退除役官兵輔導委員会主任委員が出席した。これら
は，アメリカが台湾を守るとの意思表明であった。
　蔡英文総統は 5 月の就任演説で「非対称戦力」の拡充に言及し，アメリカ側も
これに呼応した。デービッド・スティルウェル国務次官補は 8 月31日に，レーガ
ン大統領（当時）による1982年の「 6 つの保証」や「中国の脅威に応じた武器を台
湾に売却する」とした「米中第 2 次上海コミュニケへの但し書き」に従い，台湾
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への武器売却方針を改めると述べた。 9 月 1 日には，上記の 2 つの文書を台湾に
通知した当時の外交電文が公開された。10月 7 日にはロバート・オブライエン大
統領補佐官も「台湾はヤマアラシになるべき」と述べ，台湾の「非対称戦力」保
有を支持した。これらの言葉どおり，アメリカ国務省が2020年に売却を承認した
総額57.8億ドルの兵器には，中国を攻撃できるミサイルが含まれた（表 3 ）。
　11月22日には，アメリカ軍インド太平洋司令部情報部長のマイケル・スチュー
ドマン海軍少将が搭乗したと見られる要人輸送機が台北松山空港に着陸した。同
職の来訪が公になったのは，米台断交以来初めてである。

表 3　2020年に台湾への売却が承認されたアメリカ製兵器

承認日 内容 金額
5 月20日 Mk-48魚雷18発 1.8億ドル
7 月10日 PAC-3パトリオット迎撃ミサイル更新計画 6.2億ドル

10月21日

高機動ロケット砲システム（HIMARS） 11基および
MGM-140陸軍戦術ミサイルシステム（ATACMS）64発

18.1億ドルAGM-84H/K SLAM-ER 空対地巡航ミサイル135発
F-16戦闘機用 MS-110偵察ポッド 6 台

10月26日 ハープーン沿岸防衛システム100基および
RGM-84L 対艦巡航ミサイル400発 23.7億ドル

11月 3 日 MQ-9B シーガーディアン無人哨戒機 4 機など 6 億ドル
12月 7 日 野戦情報通信システムなど 2.8億ドル

（注）　太文字は中国沿岸部を射程に収める（RGM-84L は澎湖諸島に配備した場合）。
（出所）　各種資料を基に筆者作成。

表 4　台湾海峡を通過した米中などの軍艦，軍用機（2020年）

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月

アメリカ

16日
（C）

12日
（M）

15日
（C）

26日
（D）

11日
（D）

24日
（D）

13日
（D）

4 日
（D）

18日
（D）

30日
（D）

8 日
（M）

15日
（D）

21日
（D）

19日
（D）

31日
（D2）

カナダ 2 日
（F）

中国 20日
（A，F4）

（注）　A は空母，C は巡洋艦，D は駆逐艦，F はフリゲート，M は MC-130特殊作戦機，後ろの
数字は隻数を示す。

（出所）　各種資料を基に筆者作成。
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　なお，アメリカ海軍艦艇の台湾海峡通過は2020年中に13回行われたが， 4 月11
日の通過は台湾海峡中間線より中国側を航行した（表 4 ）。米軍機による台湾海峡
の通過や，中国軍機の挑発に対抗した台湾周辺での飛行も多数行われた。

プラハ市と台北市の姉妹協定締結とチェコ上院議長の来訪
　 1 月13日，チェコの首都プラハ市のズデニェク・フジブ同市長は，同国を訪問
した柯文哲台北市長と両市間の姉妹協定を締結した。中国の上海市はこれに反発
し，プラハ市との姉妹協定を破棄した。
　 1 月20日には， 2 月に来訪を予定していたチェコのヤロスラフ・クベラ上院議
長が急逝した。同議長の家族は，中国大使館が経済制裁に言及しつつ，同議長に
台湾訪問の中止を迫っていたと非難した。後任のミロシュ・ビストルチル上院議
長も，前議長に代わって台湾を訪問する意向を示した。チェコ政府は 3 月10日に
議会両院と連名で中国を非難する声明を発表し，また，台湾と防疫（ 4 月 1 日）や
教育（ 5 月 3 日）に関する共同声明に調印した。チェコ上院は 5 月20日に，蔡英文
総統の 2 期目就任式に合わせ，ビストルチル議長の訪問を支持する決議を採択し，
改めて同国に対する中国の圧力を非難した。
　ビストルチル上院議長は 8 月30日から 9 月 6 日にかけて来訪した。 9 月 1 日に
は立法院で演説し，民主主義国が団結して権威主義国に対抗するよう訴え，また
アメリカのケネディ大統領によるベルリン演説（1963年）に倣って「私も台湾人で
ある」と述べ，立法委員から拍手喝采を浴びた。蔡英文総統は 9 月 3 日にビスト
ルチル上院議長と会談し，故クベラ前議長に授与する卿雲勲章を手渡した。
　また，チェコに対する中国の圧力は，ヨーロッパの対中感情を悪化させた。欧
州議会の最大会派，欧州人民党は 9 月28日，中国の台湾に対する軍事的脅威や
WHO 参加の妨害を非難する声明を出した。欧州議会は11月，新型コロナウイル
ス流行の外交的影響（25日）や貿易政策に関する決議（26日）で，台湾の WHO 参加
を妨害する中国を非難し，また，台湾と欧州連合の投資協定の締結を求めた。

中国との関係
　蔡英文総統は，新年談話（ 1 月 1 日）で中国の脅威を強調し，BBC の取材（ 1 月
14日）では「戦争のリスクも排除できない」と述べた。 2 期目の就任演説では，
台湾が中国を挑発することはないとし，中国にも挑発行為の中止を求めた。
　しかし，2020年の中国軍機による台湾の防空識別圏（ADIZ）への進入は，過去
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30年で最多の380回となった。進入は総統選挙終了後に活発化し，蔡英文政権 2
期目の開始や海外要人の来訪前後（ 6 月と 8 月， 9 月）に常態化した。特に 9 月 9
日，18日，19日には，それぞれ21機，18機，19機が進入した。また， 9 月までに
中国軍機は台湾海峡中間線（米台が主張する軍事境界線）を49回超え， 9 月21日に
は中国外交部の汪文斌報道官が台湾海峡中間線の存在を否定した。ただし，中国
軍機の接近は10月以降，台湾海峡を避け，南シナ海方面に集中した。
　南シナ海の台湾と香港の中間付近には，台湾が実効支配する東沙諸島がある。
日本の共同通信は 5 月12日に，中国軍が同諸島の奪取を想定した上陸演習を 8 月
に海南島沖で計画していると報じた。台湾の国防部は警戒を強め，20年ぶりに海
軍陸戦隊を東沙諸島へ派遣した。10月15日には，東沙諸島に物資を輸送する民間
機が「危険な活動」を理由に香港飛行情報区への進入を拒否され，台湾本島に引
き返した。しかし，軍事演習などは確認されておらず，中国が香港当局を使い，
心理戦を仕掛けた可能性が高い。
　また，新型コロナウイルス流行後，中国は台湾側のチャーター機派遣を受け入
れず， 2 月初旬に中国側の旅客機 5 機で帰国を希望した台湾人の一部やその中国
籍の家族を送り届けた。しかし，中国側は出発直前まで搭乗者名簿を台湾側に渡
さなかったほか，発熱やせき症状のある搭乗者や到着後の検査で新型コロナウイ
ルス感染が判明した搭乗者がいた。そのため，台湾側は中国側が搭乗者の選出や
搭乗前の検疫を公正に行ったのか疑問を持った。
　中国籍を持つ台湾人の家族について，大陸委員会は今後も受け入れると表明し
た（ 2 月11日）が，これには反対の声が出た。特に出生時に中国籍を選択し，台湾
の中華民国籍を取得する権利を放棄した子供の受け入れには，批判が大きかった。
結局，CECC は防疫を優先し，大陸委員会の方針を却下した（12日）。こうした事
情から， 2 月中の帰国便運航が見送られた。しかし 3 月には中台双方による
チャーター便（11日），29日と30日には定期便の枠内での帰国便運行が実施された。
　 8 月と 9 月には，中国がアメリカやチェコの要人の来訪に猛反発した。王毅外
交部長は外遊中，立法院で演説したチェコ上院議長に「重い代償を支払わせる」
と述べ，フランスやドイツから批判された（ 9 月 1 日）。10月 8 日にはフィジーで，
台湾の双十国慶節記念パーティーに中国の外交官 2 人が乱入し，台北商務弁事処

（台湾の駐在機関）職員を負傷させる事件が起きた。
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香港との関係
　大陸委員会は，中国が香港国家安全維持法を制定すれば，香港の自治権や民主
主義，人権を損なうと非難した（ 5 月22日）。蔡英文総統は，香港マカオ条例の適
用をやめ，香港を中国本土と同様に扱う可能性に言及しつつ，当面は同条例第18
条にもとづき，迫害を受けた香港市民を支援する方針を示した（24日）。中国の国
務院台湾事務弁公室は，これらを「香港への干渉」と非難した（30日）。
　大陸委員会は， 6 月18日に香港人道援助関懐行動専案（香港人道援助行動計画）
を発表し， 7 月 1 日には香港市民の台湾での就学や就業，起業を支援する台港服
務交流弁公室を開設した。また，香港政府が国家安全維持法実施細則を発表する
と，台湾人が香港で逮捕される恐れがあると指摘した（ 7 日）。
　駐香港経済文化弁事処（台湾側の出先機関）の高銘村代理処長は，香港での査証
更新時に「一つの中国原則」に関する文書への署名を求められ，これを拒否した
ため， 7 月16日に帰国を余儀なくされた。李晉梅総合（総務）組長，周家瑞服務

（領事）組長らも，その前後に同様の理由で帰国した。陳明通大陸委員会主任委員
は16日に香港側への対抗措置を示唆し，19日には台湾側が香港経済文化弁事処

（香港側の出先機関）職員の査証更新を拒否したことが明らかになった。

日本との関係
　新型コロナウイルス流行のため，例年 3 月に開催される日台漁業委員会会合は
中止された。そのため，尖閣諸島沖での操業規則は2019年版が適用された。
　 6 月には，石垣市による尖閣諸島の字名変更の動きを受けて，宜蘭県議会が尖
閣諸島の行政区画名の変更を同県政府に求める決議を採択した（11日）。台湾の外
交部や蔡英文総統は尖閣諸島を「台湾の領土」と主張した（ 9 日）。その一方で，
張惇涵総統府報道官は22日に「日本側の動きは中国の公船が原因である」と述べ，
日本側に強い姿勢を求める野党国民党をけん制した。
　李登輝・元総統の死去（ 7 月30日）後は，麻生太郎副総理兼財務大臣や菅義偉官
房長官ら閣僚を含む4100人以上が台湾の駐日代表処を訪れ，追悼のため記帳した。
また，森喜朗元首相が 8 月と 9 月に弔問のため来訪した。
　11月には，福島，茨城，栃木，群馬，千葉の 5 県産食品輸入規制の見直しを禁
じた2018年の国民投票結果の法的拘束力がなくなった。蔡英文総統は世論の反発
を恐れ，12月12日に「謝長廷駐日代表から（解禁を求める）日本側の希望を聞いた
が，まだ検討してない」と述べるにとどまった。しかし，台湾の環太平洋パート
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ナーシップに関する包括的および先進的な協定（TPP11/CPTPP）参加について日本
の協力を得るには，食品輸入問題の解決が必要である。なお，例年12月に開催さ
れる日台経済貿易会議は，新型コロナウイルス流行のため延期された。

（竹内）

2021年の課題
　国内政治では，野党国民党と蔡英文政権の攻防が強まるだろう。2021年 1 月16
日に王浩宇桃園市議の罷免が成立したが，黄捷高雄市議の罷免は阻止された（ 2
月 6 日）。また2022年には地方統一選挙が予定されているほか，同時に憲法修正
の賛否を問う国民投票が実施される可能性もある。そのため，2021年は同選挙の
候補者選びや憲法修正案の審議が活発化するだろう。
　行政院主計総処は2021年 2 月20日，2021年の経済成長率を4.64％，消費者物価
指数の上昇率を1.33％とする予測を公表した。堅調な経済成長を実現した2020年
に続いて，新型コロナウイルス感染症を抑えながら経済成長が達成できるかど
うかが注視される。また，半導体産業の動向も引き続き注目される。TSMC は
2021年 4 月15日，2021年の設備投資額を 1 月14日に公表した最大280億ドルから
300億ドルに引き上げることを発表した。この投資額は前年より120億ドル以上
増額したものである。同社は2021年に線幅 3 ナノメートルの試験生産を開始す
る予定である。一方，2021年初に車載用半導体の世界的な不足が顕在化し，台
湾政府は 1 月27日に日本やアメリカ，ドイツなど各国政府からの要請を受け，
TSMC など主要半導体企業と増産の協議をした。TSMC を中心とした半導体企
業の動きは引き続き世界に影響を与えるであろう。
　対外関係では，蕭美琴駐米代表がバイデン新大統領の就任式に正式に招待され
た（2021年 1 月20日）。これに反発した中国は 1 月23日と24日にそれぞれ10機以上
の戦闘機を台湾の ADIZ に進入させたが，アメリカのブリンケン新国務長官はこ
うした「台湾への圧迫」を止めるよう中国に求めた。今後も台湾海峡での緊張が
続く可能性が高い。日台間では台湾の CPTPP 参加と日本産食品輸入規制につい
て協議される可能性があるが，これはアメリカ産食肉問題に続き，蔡英文政権の
支持率を引き下げる要因になる可能性がある。

（竹内：地域研究センター）
（池上：開発研究センター）
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1 月 2 日 ▼ 空軍の UH-60M ヘリコプター，
墜落。沈一鳴参謀総長ら乗員 8 人が死亡。
11日 ▼正副総統選挙，投開票。民進党の蔡

英文総統と頼清徳副総統候補が当選。

▼立法委員選挙，投開票。民進党が勝利。

▼呉敦義国民党主席，辞意表明（15日に辞
任）。
13日 ▼台北市とプラハ市，姉妹協定を締結。
15日 ▼衛生福利部疾病管制署，新型コロナ

ウイルス感染症を法定伝染病に指定。
20日 ▼衛生福利部疾病管制署，中央感染症

指揮センター（CECC）を設置。

▼チェコのヤロスラフ・クベラ上院議長，
死去。21日，外交部，追悼の意を表明。

▼徐斯倹外交部政務次長，マーシャル諸島
を訪問し，同国のカブア大統領就任式に出席。
アメリカのロバート・ウィルキー退役軍人省
長官と台湾が援助した保健センターを視察。
21日 ▼武漢からの帰国者の新型コロナウイ

ルス感染が判明。国内初の感染者に。
22日 ▼蔡英文総統，国家安全会議を招集し，

新型コロナウイルスへの対応を協議。
23日 ▼ CECC，部級組織に昇格。陳時中衛

生福利部長が指揮官に就任。

▼ CECC，武漢在住の中国人の入国を禁止
（26日，対象を湖北省全体に拡大）。
24日 ▼ CECC，医療用マスクの輸出を禁止。
30日 ▼行政院，マスクの流通，販売を統制

すると決定。 2 月 6 日より実施。

▼蔡英文総統，新型コロナウイルスの流行
に対応するための 8 大経済措置を発表。
31日 ▼陳師孟監察委員，辞任。馬英九・前

総統の汚職容疑を無罪とした裁判官の弾劾を
提起し，批判を受けたため。
2 月 1 日 ▼第10期立法委員，就任。立法院，
游錫堃院長と蔡其昌副院長を選出。

2 日 ▼ CECC と教育部，小中学校などの旧
正月休みの 2 週間延長と夏休みの短縮を決定。
3 日 ▼武漢からの第 1 次帰国便，運航。

▼中台間の団体旅行，全面禁止。
4 日 ▼ CECC，14日以内に中国，香港，マ

カオに停泊したクルーズ船の受け入れ中止を
決定。 6 日，対象を全てのクルーズ船に拡大。
5 日 ▼ CECC，中国人の入国を禁止すると

発表。
6 日 ▼ CECC，マスクの購入を 1 人 1 週間

2 枚に制限。
7 日 ▼ CECC，入国した香港，マカオ市民

に14日間の隔離を義務づけ。14日以内に香港，
マカオを含む中国全土を訪問，経由した外国
人の入国を禁止。

▼ CECC，基隆に停泊したクルーズ船ダイ
ヤモンド・プリンセス号との接触者を特定し
たと発表。14日，感染者なしと発表。
12日 ▼ CECC，台湾人の中国籍家族を受け

入れるとの大陸委員会の決定（11日）を却下。
13日 ▼呉釗燮外交部長，グアテマラ訪問。

ジャマティ同国大統領の就任式に出席。

▼行政院，新型コロナウイルス防止強化特
別法案を策定，20日に立法院に送付。
22日 ▼ CECC，ダイヤモンド・プリンセス

号乗客のために，チャーター便を日本に派遣。
24日 ▼ CECC，中国全土からの帰国者を位

置追跡し，隔離違反に罰金を課す方針と発表。
25日 ▼立法院，新型コロナウイルス特別法

案通過。蔡英文総統の署名で，即日公布。
27日 ▼ CECC，院級組織に昇格。医療施設

の徴用が可能に。
3 月 1 日 ▼アメリカ在台協会（AIT）のジェー
ムズ・モリアティ理事長，来訪（～ 7 日）。
4 日 ▼アメリカ議会下院，台湾友好国の国

際保護強化イニシアティブ（TAIPEI）法案を

重要日誌 台　　湾　2020年
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全会一致で可決。11日，上院が再可決。26日，
トランプ大統領が署名，発効。
10日 ▼武漢からの帰国便，運航（～11日）。

▼チェコ政府と議会上下院，上院議長に来
訪中止を迫った中国側の圧力を非難。
13日 ▼立法院，新型コロナウイルス特別予

算案を通過。
18日 ▼呉釗燮外交部長とクリステンセン米

国在台協会（AIT）台北事務処長，防疫協力に
関する共同声明を締結。
19日 ▼ CECC，居留証や許可証を持たない

外国人の入境を禁止。
20日 ▼中央銀行，政策金利を0.25％引き下

げて1.125％に。過去最低金利。
25日 ▼内政部政風処，陳家欽警政署長を公

文書偽造容疑で書類送検。台北地検，これを
棄却（27日）。蘇貞昌行政院長，徐国勇内政部
長を批判（29日）。
26日 ▼マスク販売「実名制2.0」，実施。制

限数を 1 人 1 週間 3 枚に緩和。
29日 ▼定期便の枠内で中国上海からの帰国

便を運航。30日に 2 回目。
31日 ▼パム・プライアー米国務省次官補代

理と謝武樵外交部政務次長，台湾の世界保健
機関（WHO）参加に関する電話会議を開催。

▼日本外務省，台湾への渡航中止勧告。

▼郝柏村・元行政院長，死去。
4 月 1 日 ▼台湾とチェコ，防疫協力に関する
共同声明を締結。中国の国務院台湾事務弁公
室，「台湾独立の画策」と批判。
8 日 ▼テドロス WHO 事務局長，台湾から

人種差別的な人格攻撃を受けたと発言。蔡英
文総統と外交部，事実無根であり，WHO こ
そ台湾を差別，排除していると反論。
9 日 ▼マスク販売制限を緩和。 1 人 2 週間

9 枚，子供は10枚に。海外の家族（ 2 親等内）
への送付も 2 カ月で30枚まで解禁。

10日 ▼法務部調査局，テドロス WHO 事務
局長への人格攻撃を謝罪した「台湾人の
SNS 投稿」を中国の捏造と断定。
12日 ▼ 中国の空母「遼寧」，台湾東部沖よ

りバーシー海峡を抜け，南シナ海を南下。
15日 ▼ 張上淳 CECC 専門家グループ議長，

マリア・バン・ケルクホーフェWHO 新興感
染症担当官と電話会談。
18日 ▼ CECC，海軍の練習航海で新型コロ

ナウイルス感染，発症者 3 人が発生と発表。
19日，24人に拡大。
20日 ▼定期便の枠内で中国上海からの帰国

便運航（～21日）。
21日 ▼立法院，新型コロナウイルス特別法

改正案通過。
22日 ▼マスク販売「実名制3.0」，実施。コ

ンビニでの受け取りが可能に。

▼中国の空母「遼寧」，南シナ海からバー
シー海峡を抜け，台湾東部沖を北上。
27日 ▼陳時中衛生福利部長，アメリカのア

レックス・アザー保健福祉長官と電話会談。
28日 ▼台湾に駐在するオランダ経済投資弁

事処，オランダ在台弁事処に改称。
29日 ▼日本政府，林碧炤・元政治大学副校

長に旭日重光章を授与。
5 月 1 日 ▼アメリカ国務省国際機構局と国連
代表部，SNS で台湾の WHO 参加を訴える。
6 日 ▼ ポンペオ米国務長官，WHO 事務局

に台湾の WHO 総会参加を認めるよう要求。
8 日 ▼新型コロナウイルス特別予算の第 1

次追加予算，立法院で成立。
13日 ▼アメリカ議会上院，台湾の WHO 総

会参加を支持する法案を可決。
15日 ▼台湾積体電路（TSMC），アメリカ・

アリゾナ州に工場建設を発表。

▼アメリカ商務省産業安全保障局（BIS），
中国の華為技術（ファーウェイ）や関連企業へ
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の輸出管理を強化。
20日 ▼蔡英文総統， 2 期目就任式。蔡英文

総統，民進党主席に復帰。蘇嘉全・前立法院
長，総統府秘書長に就任。
28日 ▼大陸委員会，中国の「香港国家安全

維持法」制定を非難。立法院も超党派で非難
決議を採択（29日）。
29日 ▼蔡英文総統，黄栄村考試院長，周弘

憲副考試院長のほか，考試委員 9 人を指名。
6 月 1 日 ▼外交部，AIT，日本台湾交流協会，
グローバル協力訓練枠組 5 周年共同声明を発
表。
2 日 ▼ 蘇貞昌行政院長，「振興三倍券」

（200％のプレミア付き商品券）発行を発表。
7 月15日から利用開始。
6 日 ▼高雄市民投票，実施。韓国瑜市長の

罷免が成立。
11日 ▼宜蘭県議会，尖閣諸島の行政区名の

変更を同県政府に求める決議を採択。
16日 ▼国際獣疫事務局，台湾をワクチン非

接種口蹄疫洗浄地域に認定。
22日 ▼蔡英文総統，陳菊院長候補を含む27

人を第 6 期監察委員に指名。
28日 ▼国民党，監察院人事案に反発し，立

法院本会議場を占拠。
7 月 1 日 ▼呉釗燮外交部長， 2 月26日にソマ
リランドのヤシン・ハジ・モハムド外相と代
表処の相互設置で合意したことを公表。

▼大陸委員会と台港経済文化合作策進会，
「台港服務交流弁公室」を開設。
6 日 ▼ 台湾博物館鉄道部園区（旧台湾総督

府鉄道部），開幕式。 7 日より一般公開。
10日 ▼立法院，考試院人事を承認。
16日 ▼駐香港台北経済文化弁事処の高銘村

代理処長，査証の更新を拒否され，帰国。
17日 ▼立法院，監察院人事を承認。

▼懲戒法院，発足。 8 月 4 日，裁判官や検

察官を対象とする職務法廷参審員が就任。
22日 ▼立法院，国民法官法を可決。
30日 ▼李登輝・元総統，死去。
8 月 1 日 ▼陳菊院長ら第 6 期監察委員，就任。
3 日 ▼李大維総統府秘書長，就任。
9 日 ▼森喜朗元首相ら日本の李登輝・元総

統弔問団，来訪。蔡英文総統と会談。

▼アメリカのアレックス・アザー厚生長官，
李登輝・元総統を追悼するため来訪。10日，
蔡英文総統と会談。陳時中衛生福利部長と会
談，医療協力覚書に調印。
11日 ▼ 鴻海精密工業とインテル，産業用

5 G 製品開発で提携発表。
14日 ▼李登輝・元総統の火葬前礼拝，実施。
15日 ▼高雄市長選挙で，民進党の陳其邁候

補が当選。
17日 ▼台湾駐ソマリランド代表処，設置。

▼アメリカ BIS，ファーウェイと関連企業
への輸出規制を強化。
18日 ▼アメリカの民主党全国大会，2020年

版政策綱領を採択。「一つの中国政策」を削
除し，台湾関係法のみに言及。

▼基本工資審議会，最低月給0.84％，最低
時給1.26％引き上げを勧告。
23日 ▼ クリステンセン AIT 台北事務所長，

金門島砲戦犠牲者追悼式に初参加。
28日 ▼蔡英文総統，ラクトパミンを与えた

アメリカ産食肉の輸入解禁の方針を表明。
31日 ▼アメリカ国務省，1982年に「第 2 次

上海コミュニケへの但し書き」と「 6 つの保
証」を台湾に通知した外交電文を公開。

▼デイヴィッド・スティルウェル米国務次
官補，米台の経済対話や経済協定に言及。
9 月 1 日 ▼チェコのミロシュ・ビストルチル
上院議長，立法院で演説。

▼黄栄村考試院長，周弘憲考試院副院長ほ
か第13期考試委員 9 人，就任。
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2 日 ▼鴻海精密工業とマイクロソフト，特
許ライセンス使用料に関する訴訟で和解。
9 日 ▼ソマリランド，駐台湾代表処を設置。
14日 ▼与野党，立法院憲法修正委員会の発

足で合意。
17日 ▼キース・クラック米国務次官ら，来

訪（～19日）。
18日 ▼森喜朗元首相ら，来訪。
19日 ▼李登輝・元総統の追悼礼拝，実施。
27日 ▼台湾のはえ縄漁船，尖閣諸島周辺で

海上保安庁の巡視船と接触。
29日 ▼ケリー・クラフト米国連大使，国連

システムへの台湾の完全参加を主張。
10月 6 日 ▼立法院，国民党提出の米台国交回
復を求める決議案を可決。

▼立法院，憲法修正委員会を設置。
7 日 ▼李登輝・元総統の埋葬式，実施。
8 日 ▼駐フィジー台北商務弁事処主催の双

十国慶節パーティーに，中国大使館員が乱入。
10日 ▼蔡英文総統，国慶節記念式典で「中

台関係の安定は双方の責任」と述べ，中国側
の挑発をけん制。
13日 ▼台湾高鉄（新幹線），台北南港駅から

宜蘭駅への延伸ルート決定。
15日 ▼東沙諸島へのチャーター機，香港飛

行情報区の通過を拒否され，高雄へ引き返す。
21日 ▼アメリカ国務省，台湾への長距離ミ

サイルなど（18億ドル），26日には沿岸防衛シ
ステムなど（23億ドル）の兵器売却を決定。
25日 ▼内政部移民署，亡命した香港人政治

活動家を追跡した香港人を国外退去処分。
26日 ▼コロナウイルス特別予算の第 2 次追

加予算，立法院で成立。
29日 ▼空軍の F- 5 E 戦闘機，台東沖で墜落。

操縦士が死亡。
11月 3 日 ▼ 日本政府，輔仁大学教授（原子工
学専攻）の謝牧謙（旭日中綬章），池上一郎博

士文庫研究学会理事長の劉耀祖（旭日双光章），
台湾歴史資源経理学会秘書長の丘如華（旭日
単光章）の 3 氏を叙勲。
12日 ▼ ポンペオ米国務長官，「台湾は中国

の一部でない」と発言。
13日 ▼蕭美琴駐米代表，バイデン陣営のア

ントニー・ブリンケン外交顧問と電話会談。
15日 ▼丁怡銘行政院報道官，辞任。
16日 ▼ 台中捷運（メトロ）緑線，プレ開業

（車両故障のため，22日に中止）。
17日 ▼ 空軍の F-16戦闘機，花蓮沖で消息

不明に。
18日 ▼国家通訊伝播委員会，「中天新聞台」

の衛星放送免許の更新を却下。
20日 ▼米台経済対話，開催。

▼張忠謀総統特使（元 TSMC 会長），APEC
首脳会議（オンライン形式）に参加。
22日 ▼ 米インド太平洋軍のマイケル・ス

チュードマン海軍少将，来訪（～24日）。
24日 ▼ 蔡英文総統とクリステンセン AIT

台北事務所長，潜水艦起工式に出席。
12月 1 日 ▼日本外務省，台北市立動物園と宝
覚寺（台中市）の林善超主任委員を外務大臣表
彰者に決定。
2 日 ▼蔡英文総統，大陸委員会，黄之鋒ら

香港の政治活動家への有罪判決を批判。
11日 ▼中天新聞台，ケーブルや衛星による

テレビ放送を終了。
15日 ▼外交部，AIT，日本台湾交流協会，

第 6 回グローバル協力訓練枠組み連合委員会
開催， 2 回目の共同声明を発表。
18日 ▼アメリカ BIS，中国の半導体最大手

の中芯国際集成電路製造（SMIC）等をエン
ティティー・リストに追加。
22日 ▼経済部投資審議委員会，TSMC のア

リゾナ州での初期投資35億ドルを認可。
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　 1 　国家機構図（2020年12月末現在）

（注）　 1 ）「山地原住民区」のみ例外として，「地方自治団体」とされ，また「区民代表会」が設置される。
（出所）　行政院（http://www.ey.gov.tw/），監察院（http://www.cy.gov.tw/）および司法院 

（http://www.judicial.gov.tw/）ウェブサイトを参照。
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　 2 　国家機関要人名簿（2020年12月末現在）

総統 蔡英文＊

副総統 頼清徳
総統府秘書長 李大維
　同副秘書長 李俊俋
　発言人（報道官） 谷

グ

辣
ラ

斯
ス

・尤
ユ

達
ダ

卡
カ

＊，
 高遵，張惇涵
国家安全会議秘書長 顧立雄
　同副秘書長 陳文政，徐斯儉
　国家安全局長 邱國正
中央研究院院長 廖俊智
国史館館長 陳儀深
立法院
　院長：游錫堃 副院長：蔡其昌
　（同正副院長含め，立法委員定数113人）
司法院
　院長：許宗力 副院長：蔡烱燉
　（同正副院長含め，大法官定数15人）
監察院
　院長：陳菊＊ 副院長：（空席）
　（同正副院長含め，監察委員定数29人）
考試院
　院長：黄栄村 副院長：周弘憲
　（同正副院長のほか，考試委員定数 9 人）
行政院（内閣）
院長：蘇貞昌 副院長：沈栄津
政務委員 林萬億，張景森，呉沢成，
 鄧振中，唐鳳，羅秉成，
 龔明鑫，黄至達，郭耀煌
秘書長 李孟諺
副秘書長 何佩珊＊，宋餘俠
発言人（報道官） （空席）
内政部長 徐国勇
外交部長 呉釗燮
国防部長 厳徳発
財政部長 蘇建栄

教育部長 潘文忠
法務部長 蔡清祥
経済部長 王美花＊

交通部長 林佳龍
衛生福利部長 陳時中
文化部長 李永得
労働部長 許銘春＊

科技部長 呉政忠
僑務委員会委員長 童振源
国家発展委員会主任委員 龔明鑫（兼任）
金融監督管理委員会主任委員 黃天牧
国軍退除役官兵輔導委員会主任委員 馮世寬
原住民族委員会主任委員 夷

イ

將
チャン

・拔
バ

路
ル

兒
ー

客家委員会主任委員 楊長鎮
海洋委員会主任委員 李仲威
大陸委員会主任委員 陳明通
原子能委員会主任委員 謝曉星
農業委員会主任委員 陳吉仲
公共工程委員会主任委員 呉沢成（兼任）
環境保護署長 張子敬
国立故宮博物院長 呉密察
主計総処主計長 朱沢民
人事行政総処人事長 施能傑
中央銀行総裁 楊金龍
中央選挙委員会主任委員 李進勇
公平交易委員会主任委員 黄美瑛＊

促進転型正義委員会主任委員 楊翠＊

国家通訊伝播委員会主任委員 陳耀祥

　（注） 1 ）＊は女性。 2 ）下線は行政院会議での
議決権を持つ。 3 ）点下線ほか， 6 直轄市の市長
が閣議に列席可能。
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　 3 　主要政党要職名簿（2020年12月末現在）

　中国国民党
主席 江啓臣
副主席 （空席）
秘書長 李乾龍

　民主進歩党
主席 蔡英文＊

秘書長 林錫耀

　 4 　台湾と外交関係のある国（2020年12月末現在）

国名 国交樹立 備考
オセアニア（ 4カ国，相互承認関係 2カ国）
　ツバル 1979.9.19
　マーシャル諸島共和国 1998.11.20
　パラオ共和国 1999.12.29
　ナウル共和国 2005.5.14 復交 2002.7.23 断交
　パプアニューギニア 1995.9.24 相互承認関係
　フィジー共和国 1996.10.4 相互承認関係
ヨーロッパ（ 1カ国）
　バチカン市国 1942.7 1972年最後の大使が離任
アフリカ（ 1カ国）
　スワジランド共和国 1968.9.6
　（ソマリランド） 2020.2.26 相互承認関係
ラテンアメリカ（ 9カ国）
　グアテマラ共和国 1954 公使館設置

1960 大使級関係
　ハイチ共和国 1957 公使館設置

1965 大使級関係
　パラグアイ共和国 1957.7.8
　ホンジュラス共和国 1957 公使館設置

1965.5.20 大使級関係
　セントビンセント・グレナディン諸島 1981.8.15
　セントクリストファー・ネビス 1983.10.9
　ベリーズ 1989.10.13
　ニカラグア共和国 1990.11.6 復交 1985.12.7 断交
　セントルシア 2007.5.1 復交 1984.5.8 国交

1997.8.29 断交
（注）
　 1 ）　パプアニューギニア，フィジー共和国とは相互承認関係にあるとされてきた。しかし，

パプアニューギニアは2018年 2 月に台湾側駐在機関の外交特権を剥奪した。
　 2 ）　2020年 2 月にソマリランドと二国間協定を締結し，相互に国家承認した。ただし，台湾

のほかに，ソマリランドを国家承認している国はない。
　 3 ）　 1 ）， 2 ）を除き，台湾と正式に国交を締結している国は15カ国。
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　 1　基礎統計
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

人 口（1,000人） 23,434 23,492 23,540 23,571 23,589 23,603 23,561
労 働 力 人 口（同上） 11,535 11,638 11,727 11,795 11,874 11,946 11,964
消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 1.20 -0.30 1.39 0.62 1.35 0.56 -0.23
失 業 率（％） 3.96 3.78 3.92 3.76 3.71 3.73 3.85
為替レート（ 1 ドル＝元） 30.368 31.898 32.318 30.439 30.156 30.925 29.578
（出所）　内政部ウェブサイト（https://www.moi.gov.tw），行政院主計総処ウェブサイト 

（http://www.dgbas.gov.tw/），中央銀行ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。

　 2　支出別国内総生産および国民総所得（名目価格）� （単位：10億元）
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

民 間 消 費 支 出 8,603 8,788 9,082 9,326 9,610 9,886 9,613
政 府 消 費 支 出 2,361 2,364 2,482 2,487 2,623 2,656 2,773
資 本 形 成 3,668 3,706 3,798 3,771 4,086 4,464 4,683

固 定 資 本 形 成 3,631 3,664 3,808 3,796 4,001 4,490 4,701
在 庫 増 減 38 42 -10 -25 85 -26 -17

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 12,559 12,157 11,808 12,096 12,191 12,022 11,578
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 10,934 9,959 9,615 9,696 10,136 10,094 8,873
国 内 総 生 産（GDP） 16,258 17,055 17,555 17,983 18,375 18,933 19,774
海 外 純 要 素 所 得 439 440 451 447 415 476 591
国 民 総 所 得（GNI） 16,697 17,495 18,006 18,431 18,790 19,409 20,365
（注）　2018年，2019年は修正値。2020年は暫定値。
（出所）　行政院主計総処ウェブサイト （http://www.dgbas.gov.tw/）。

　 3　産業別国内総生産（実質：2016年価格） （単位：10億元）
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

全 産 業 16,560 16,723 17,047 17,677 18,183 18,677 19,231
農 林 水 産 業 393 362 328 355 370 364 369
鉱 業 ・ 採 石 業 13 12 11 11 12 12 12
製 造 業 5,364 5,436 5,656 5,963 6,117 6,197 6,585
電 気 ・ ガ ス 289 278 296 296 302 308 316
水 道 ・ 環 境 サ ー ビ ス 100 97 98 101 106 109 112
建 設 業 419 416 411 408 416 436 465
小 売 ・ 卸 売 業 2,685 2,672 2,678 2,794 2,888 3,022 3,167
運 輸 ・ 倉 庫 業 501 497 511 543 572 581 481
宿 泊 ・ 飲 食 業 426 430 436 439 451 477 442
情 報 通 信 業 478 518 549 570 595 633 658
金 融 ・ 保 険 業 1,055 1,100 1,125 1,183 1,228 1,275 1,343
不 動 産 業 1,358 1,386 1,399 1,423 1,459 1,505 1,542
公 共 サ ー ビ ス ・ 国 防 1,050 1,051 1,050 1,058 1,066 1,081 1,100
教 育 751 749 739 736 738 740 741
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,697 1,726 1,760 1,797 1,863 1,931 1,903

（＋）輸 入 税 194 196 200 209 216 226 242
（＋）付 加 価 値 税 295 291 308 315 320 328 324
統 計 誤 差 -113 -26 0 -65 -77 -36 -4
国 内 総 生 産（GDP） 16,935 17,183 17,555 18,137 18,642 19,195 19,791
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 4.72 1.47 2.17 3.31 2.79 2.96 3.11
（注）　2018年，2019年は修正値。2020年は暫定値。
（出所）　表 2 に同じ。
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　 4　国・地域別財貿易 （単位：100万ドル）
2017 2018 2019 2020

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 88,745 50,037 96,498 53,790 91,789 57,394 102,449 63,576
香 港 41,165 1,512 41,401 1,409 40,325 1,062 48,991 1,212
日 本 20,574 41,939 22,801 44,151 23,279 44,052 23,400 45,882
韓 国 14,416 16,893 15,739 19,525 16,917 17,741 15,141 20,596
シ ン ガ ポ ー ル 17,620 8,711 17,324 8,416 18,184 7,922 19,084 8,988
マ レ ー シ ア 10,368 7,178 10,602 9,305 9,400 10,366 9,458 9,878
ベ ト ナ ム 10,457 3,120 10,771 3,698 10,772 5,282 10,521 5,492
タ イ 6,381 4,357 6,168 4,581 5,518 4,253 5,289 4,542
フ ィ リ ピ ン 9,593 2,378 8,942 2,493 6,157 2,114 5,646 2,124
ド イ ツ 6,429 9,198 7,058 9,969 6,522 9,403 6,039 10,170
オ ラ ン ダ 4,972 3,476 5,856 3,883 5,863 7,879 6,048 6,557
ア メ リ カ 36,773 28,396 39,490 33,105 46,247 34,850 50,551 32,479
オーストラリア 2,931 8,235 3,395 9,552 3,237 10,017 3,229 8,023
そ の 他 45,063 71,770 47,962 80,915 44,947 73,316 39,365 66,298
合 計 315,487 257,200 334,007 284,792 329,157 285,651 345,211 285,817
（注）　2019年は修正値。2020年は暫定値。
（出所）　財政部ウェブサイト（http://www.mof.gov.tw/）。

　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経 常 収 支 60,607 72,730 71,222 83,053 70,843 65,161 94,276
貿 易 収 支 60,249 73,139 70,960 81,258 67,034 57,671 74,742

輸 出（FOB） 382,253 339,837 309,283 342,706 345,495 330,743 344,838
輸 入（FOB） 322,004 266,698 238,323 261,448 278,461 273,072 270,096

サ ー ビ ス 収 支 -11,344 -10,819 -10,524 -8,763 -6,622 -5,067 3,315
収 入 41,578 40,968 41,291 45,213 50,209 51,838 41,170
支 出 52,922 51,787 51,815 53,976 56,831 56,905 37,855

第 一 次 所 得 収 支 14,458 13,779 13,956 14,695 13,752 15,396 19,362
収 入 29,212 28,893 29,480 34,239 39,051 39,152 38,507
支 出 14,754 15,114 15,524 19,544 25,299 23,756 19,145

第 二 次 所 得 収 支（純） -2,756 -3,369 -3,170 -4,137 -3,321 -2,839 -3,143
資 本 勘 定 -8 -5 -9 -12 63 -3 -9
金 融 勘 定 50,531 64,972 58,490 75,007 58,900 57,554 50,035

直 接 投 資（純） 9,883 12,318 8,254 8,151 10,944 3,547 5,466
証 券 投 資（純） 44,041 55,112 77,120 77,839 84,028 46,401 58,543
派 生 金 融 商 品（純） -546 2,195 1,700 -503 1,638 2,501 453
そ の 他 投 資（純） -2,847 -4,653 -28,584 -10,480 -37,710 5,105 -14,427

誤 差 脱 漏 2,947 7,258 -2,060 4,433 493 9,054 4,110
準 備 資 産 増 減 13,015 15,011 10,663 12,467 12,499 16,658 48,342
（注）　2015～2019年は修正値。2020年は暫定値。資本勘定と金融勘定の符号は（＋）は資本流出，（－）は

資本流入を意味する。
（出所）　中央銀行ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。
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　 6　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 

2016 2017 2018 2019 2020 2021
歳 入 1,895,641 1,921,299 2,017,736 2,076,530 2,107,028 2,053,366

税 収 1,533,842 1,522,877 1,639,217 1,686,139 1,679,592 1,682,542
営業利益および事業収入 231,987 233,506 238,257 251,157 244,253 241,594
手数料および反則金収入 85,164 120,489 97,052 86,296 123,209 79,003
財 産 収 入 26,634 22,649 29,602 30,692 48,018 32,160
そ の 他 18,013 21,778 13,608 16,245 11,956 22,068

歳 出 1,940,603 1,930,978 1,909,712 1,955,807 2,077,569 2,135,897
一 般 政 務 費 179,700 176,006 185,066 185,363 197,778 202,632
国 防 費 309,297 305,698 313,742 324,121 337,505 347,884
教 育 科 学 文 化 費 382,721 401,751 386,912 406,915 420,181 419,185
経 済 発 展 費 266,730 256,734 233,096 241,684 246,906 247,831
社 会 福 祉 費 460,369 475,403 487,377 490,250 523,509 558,783
社 区 発 展 ・ 環 境 保 護 費 17,457 16,437 18,003 18,562 23,183 21,119
年 金 ・ 遺 族 手 当 費 146,829 137,882 127,650 133,836 146,389 147,059
債 務 費 113,204 101,811 100,725 98,208 108,001 107,973
一般補助およびその他支出 64,296 59,255 57,142 56,869 74,118 83,430

（注）　2020年と2021年は法定予算。歳入および歳出には中央政府債発行に伴う収入と償却費が含まれ
ないため，歳入と歳出は一致しない。債務費は中央政府債の利子支払いである。また，この数値に
特別予算に対する決算は含まれていない。

（出所）　表 2 に同じ。

　 7　産業別対中投資 （単位：件，1,000ドル）
2016 2017 2018 2019 2020

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 323 9,670,732 580 9,248,862 726 8,497,730 610 4,173,090 475 5,906,489

農 林 水 産 業 2 8,000 4 16,815 6 26,037 1 52,390 5 81,008
鉱業・採石業 1 9,210 0 22,703 0 0 0 0 1 84
製 造 業 149 7,112,219 225 6,435,556 293 5,975,531 250 2,408,058 172 3,341,413
建 設 業 5 67,904 17 9,634 12 57,966 14 28,758 9 54,091
卸売・小売業 84 535,112 183 1,059,867 209 1,188,919 182 1,008,872 141 1,407,729
運輸・倉庫業 1 71,974 6 37,801 9 158,425 6 146,752 2 207,223
宿泊・飲食業 4 24,424 10 22,498 9 84,798 8 6,606 9 30,973
情 報 通 信 業 9 49,335 23 64,061 33 47,106 11 45,293 22 17,728
金融・保険業 20 1,362,907 15 1,073,515 26 589,043 18 236,871 9 516,594
そ の 他 48 429,647 97 506,412 129 369,905 120 239,490 105 249,646

（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。


